
参 考 １ 

○ 令和 4 年度税制改正大綱（抄）（令和三年十二月二十四日閣議決定） 

一 個人所得税 

１ 住宅・土地税制 

（国 税） 

〔延長・拡充等〕 

（1）住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除について適用期限（令和

３年 12 月 31 日）を令和７年 12 月 31 日まで 4 年延長するとともに、次の

措置を講ずる。 

①・② （略） 

③ 個人が取得等をした床面積が 40 ㎡以上 50 ㎡未満である住宅の用に供

する家屋で令和５年 12 月 31 日以前に建築確認を受けたものの新築又は

当該家屋で建築後使用されたことのないものの取得についても、本特例の

適用ができることとする。ただし、その者の控除期間のうち、その年分の

所得税に係る合計所得金額が 1,000 万円を超える年については、適用し

ない。 

④ （略） 

⑤ 適用対象となる既存住宅の要件について、築年数要件を廃止するととも

に、新耐震基準に適合している住宅の用に供する家屋（登記簿上の建築日

付が昭和 57 年１月１日以降の家屋については、新耐震基準に適合してい

る住宅の用に供する家屋とみなす。）であることを加える。 

⑥ （略） 

 

 


